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水力発電設備に係る調査結果の報告について 
 
 
 
１．電気事業法に係る使用前自主検査資料および定期報告において記載事項に係る改

ざんはありません。 
 
 
 
２．電気事業法に係る必要な工事計画の届出等を行わずに実施した工事はありません。 
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